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第２章 住生活の現状と課題 

１．住生活を取り巻く現状 

（１）人・世帯の状況 

① 人口の推移 

人口は、本市全体で増加傾向にありましたが、令和元年（2019 年）の約 72.3 万人をピ

ークに減少する見込みです。行政区別にみると、直近の５年間において、南区、中央区で

は、増加していますが、緑区では、減少しています。 

■人口の推移 

 

出典：1980 年～2015 年は国勢調査による実績値、2020 年以降は 2015 年国勢調査を基準にした相模原市による推計結果 

② 世帯数の推移 

世帯数は、本市全体で増加傾向にありますが、令和 7 年（2025 年）の約 32 万世帯をピ

ークに減少する見込みです。行政区別にみると、直近の５年間においては、３区とも増加

しています。 

■世帯数の推移 

 
出典：1980 年～2015 年は国勢調査による実績値、2020 年以降は 2015 年国勢調査を基準にした相模原市による推計結果 

494,255

546,517

602,436

646,513
681,150

701,630
717,544 720,780 722,774 717,831 709,632

691,653
669,523

645,067
619,842

593,662
566,191

536,958

450,000

550,000

650,000

750,000

（人）

176,192 173,612 171,019 167,041 164,653 158,403 151,182
143,411

135,542
127,743

120,023
112,219

266,988 269,888 273,382 273,113 271,689 266,443 259,419
251,237

242,480
233,120

223,084 212,191

274,364 277,280 278,373 277,677 273,290 266,807
258,922

250,419
241,820

232,799
223,084

212,548

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

相模原市全体 緑区 中央区 南区

(年）

173,518

207,813

235,556

262,195
282,897

302,815 311,188 318,344 320,243 317,652 310,139 302,388 294,254
284,408

272,122
258,171

244,443

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

（世帯）

相模原市全体 緑区 中央区 南区

70,052 71,182 71,864 71,301 70,378 67,589 64,776 61,979 58,867 55,434 51,784 48,370

112,487 116,240
120,381 122,072 122,095 120,053 117,767 115,185 111,809

107,340
102,160

97,005

120,276 123,766 126,099 126,870 125,180 122,497 119,845 117,091 113,731
109,347

104,227
99,068

0

50,000

100,000

150,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

相模原市全体 緑区 中央区 南区

(年）

推計値 実績値 

推計値 実績値 

～ 
～ 

～ 
～ 



 

- 6 - 

第１章 

は

じ

め

に 

第 2 章 

住
生
活
の 

現
状
と
課
題 

第３章 

理
念
と
基
本
目
標 

基
本
方
針 

第４章 

基
本
方
針
別
の 

施
策
の
展
開 

第５章 

賃
貸
住
宅
供
給 

促
進
計
画 
第６章 

計
画
の
実
現
に 

向
け
て 

 

資

料

編 

第５章 

賃
貸
住
宅
供
給 

促
進
計
画 
第６章 

計
画
の
実
現
に 

向
け
て 

 

資

料

編 

第５章 

賃
貸
住
宅
供
給 

促
進
計
画 
第６章 

計
画
の
実
現
に 

向
け
て 

 

資

料

編 

③ 年齢区分別の人口構成比の推移 

ア 実績・推計値の推移 

年齢３区分別人口構成比の推移をみると、65 歳未満の割合が減少している一方で、65 歳

以上となる高齢者人口の割合は、増加しています。特に、15 歳～64 歳の生産年齢人口の割

合が減少しています。 

 

■年齢３区分別人口構成比の推移 

 
 

 
出典：国勢調査、2015 年国勢調査に基づく相模原市の将来人口推計 

イ 神奈川県・県内指定都市との比較 

神奈川県、横浜市、川崎市と比較して、若年の子育て世帯主を含むと考えられる 20 歳～

40 歳未満の人口比率が低い一方で、65 歳～75 歳未満の前期高齢者の人口比率は、高くなっ

ています。 

 

■人口構成比の神奈川県・県内指定都市との比較 【平成 27 年（2015 年）】 

 
出典：国勢調査 
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④ 社会増減・自然増減の状況 

・社会増減は、社会増傾向は、継続しているものの、平成 27 年（2015 年）以降、自然増減

は、自然減に転じています。 

・社会増減について、10 年前（平成 19 年（2007 年））と比較すると、市外からの転入数は、

33,067 人から 29,835 人と約 10％（3,232 人）減少しています。 

・自然増減について、10 年前（平成 19 年（2007 年））と比較すると、出生数は、6,245 人か

ら 5,130 人と 1,115 人減少、死亡数は、4,421 人から 6,099 人と 1,678 人増加しています。 

・世代別の転出入状況に着目すると、平成７年（1995 年）までは、転入超過であった 30 歳

代が 平成 12 年（2000 年）以降には、転出超過へ転じています。 

■人口増減の状況 

 
出典：相模原市統計書 

■社会増減の状況 

 

出典：相模原市統計書 

※上記図中の転入数及び転出数は、「県外」、「県内」、「その他」の合計であり、「市内他区」は含みません。 

■自然増減の状況 

 
出典：相模原市統計書 
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■年齢別人口変化率の推移 

 
出典：国勢調査を基に作成 

 

 

⑤ 家族類型別の世帯の構成比の推移 

・平成 27 年（2015 年）の家族類型別の世帯の構成比は、核家族が約 60％、単独世帯が約 36％

となっています。 

・単独世帯は、平成 22 年（2010 年）時点において既に最も多い家族類型でしたが、平成 27

年（2015 年）までの間に約２％増加しており、世帯の小規模化が進行しています。 

 

■家族類型別の世帯の構成比の県との比較 

【平成 22 年（2010 年）】 
 

【平成 27 年（2015 年）】 

 
出典：国勢調査 

 
出典：国勢調査 
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（２）住宅の状況 

① 市全体の住戸・世帯・空き家等の推移 

・住戸数が世帯数を上回っている状

況で、住戸数は平成 20 年（2008 年）

から 10 年間で約 29,000 戸増加し

ています。 

・平成 20 年（2008 年）から 10 年間

で、空き家は約 2,600 戸増加して

いますが、空き家率は、10.4％と、

おおむね横ばいとなっています。 

■住戸数等の推移（※平成 15 年（2003 年）までの値は旧相模

原市のもの） 

 
出典：住宅・土地統計調査 

参考：住宅・土地統計調査における住宅の定義及び住宅の区分 
住 宅：一戸建の住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営

むことができるように建築又は改造されたものをいう。また、住宅は、建て方、所有の関係に応じて次
のとおりに区分される。 

【所有の関係】 
区分 内容 

持ち家 居住している世帯が全部又は一部を所有している住宅 

借
家 

公営の借家 
都道府県・市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、「給
与住宅」でないもの 

都市再生機
構・公社の
借家 

都市再生機構又は都道府県・市区町村の住宅供給公社・住
宅協会・開発公社などが所有又は管理する賃貸住宅で、「給
与住宅」でないもの 

民営借家 
「公営の借家」、「都市再生機構・公社の借家」及び「給与
住宅」でないもの 

給与住宅 
勤務先の会社・官公庁・団体などが所有又は管理していて、
職務の都合上又は給与の一部として居住している住宅 

  

【建て方】 
区分 内容 

一戸建 一つの建物が一つの住宅であるもの

長屋建 

二つ以上の住宅を一棟に建て連
ねたもので、各住宅が壁を共通
にし、それぞれ別々に外部への
出入口をもっているもの 

共同 
住宅 

一棟の中に二つ以上の住宅があ
り、廊下・階段などを共用して
いるものや二つ以上の住宅を重
ねて建てたもの 

その他 
上記のどれにも当てはまらない
もの 

 

出典：総務省統計局 HP より抜粋 

② 住宅の所有関係の状況 

・市全体及び各区では、持家が最も多くなっています。 

・持家世帯は、市全体で 61％であり、特に緑区では、約 69％と高くなっています。 

・平成 22 年（2010 年）と平成 27 年（2015 年）を比較すると、持家の割合が高くなり、公営・

都市再生機構・公社の借家の割合が低くなっています。 

■行政区別・所有関係別の世帯数・構成比 

【平成 22 年（2010 年）】 

 

 

【平成 27 年（2015 年）】 

 

  
出典：国勢調査 出典：国勢調査 

※上記図中の数値は、端数調整をしているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

222,350
246,240

265,120

320,990
337,640 349,700

196,520
219,140

238,230

284,620
299,260 312,500

22,530 24,310 23,250
33,540 35,920 36,200

10.1% 9.9%

8.8%

10.4% 10.6% 10.4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

22%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

1993 1998 2003 2008 2013 2018

（世帯）

住戸数 世帯数 空き家数 空き家率

（年）

59.4%
67.0%

57.5% 56.8%

4.2%
2.6%

5.5% 4.0%

32.8%
26.8%

33.3% 35.7%

2.2% 2.2% 2.4% 2.1%
1.4% 1.3% 1.4% 1.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

相模原市全体 緑区 中央区 南区

持ち家 公営・都市機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅 間借り

61.0%
68.5%

59.4% 58.3%

3.8%
2.4%

4.8% 3.8%

32.6%
26.3%

33.3% 35.4%

1.7% 1.8% 1.7% 1.7%
0.9% 1.0% 0.8% 0.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

相模原市全体 緑区 中央区 南区

持ち家 公営・都市機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅 間借り

持ち家
公営・

都市機構・
公社の借家

民営の借家 給与住宅 間借り 計

相模原市 177,348 12,673 97,777 6,686 4,035 298,519
緑区 46,376 1,824 18,585 1,537 898 69,220
中央区 63,524 6,056 36,765 2,644 1,561 110,550
南区 67,448 4,793 42,427 2,505 1,576 118,749

持ち家
公営・

都市機構・
公社の借家

民営の
借家

給与住宅 間借り 計

相模原市 187,880 11,808 100,227 5,320 2,663 307,898
緑区 48,122 1,699 18,503 1,260 694 70,278
中央区 68,372 5,504 38,320 1,932 967 115,095
南区 71,386 4,605 43,404 2,128 1,002 122,525
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③ 住宅の建て方の状況 

平成７年（1995 年）以降、共同住宅

に住む世帯数が、一戸建てに住む世帯

数を上回っています。 

■建て方別世帯数の推移 

 
出典：国勢調査 

 

④ 新設住宅着工戸数の状況 

・新設住宅の着工戸数は、平成 25 年（2013 年）以降、減少傾向でしたが、平成 29 年（2017 年）

は、増加し 5,667 戸です。利用関係別の推移をみると、平成 26 年（2014 年）以降、「持家」

は、おおむね横ばいですが、「分譲住宅」は、増加しています。 

・行政区別にみると、緑区は、他区に比べると少なく、中央区は、直近３年間で増加傾向となっ

ています。 

■新設住宅の着工戸数の推移【全市】 【緑区】 

  
出典：建築着工統計調査 出典：建築着工統計調査 

【中央区】 【南区】 

  
出典：建築着工統計調査 出典：建築着工統計調査 

参考：建築着工統計調査における利用関係の定義 
持家  ：建築主（個人）が自分で居住する目的で建築するもの 
分譲住宅：建て売り又は分譲の目的で建築するもの 
貸家  ：建築主が賃貸する目的で建築するもの 
給与住宅：会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの 

出典：国土交通省 HP 
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141,763

147,344
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5,762

5,079
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1,706
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42
356 3 2
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4,000

5,000

6,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018

持家 分譲住宅 貸家 給与住宅

(戸)

5,293 5,131 5,099 4,926

5,667 5,392

（年）
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299
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294
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356 504 301

396 363

1
0 3

1
0

0

0

500

1,000

1,500

2,000
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(戸)

1,120
969 1,010 840

1,045
936

（年）
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1,116
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1,110
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8980 250

0

0
0

4

0
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2,000
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2013 2014 2015 2016 2017 2018

持家 分譲住宅 貸家 給与住宅

(戸)

2,125
2,275
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1,849
2,070
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（年）
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1,181
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0
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0
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持家 分譲住宅 貸家 給与住宅

(戸)

2,048 1,887

1,620

2,237

2,552

1,976

（年）
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２．住生活を取り巻く課題 

（１）人・世帯の視点 

課題１ 若年・子育て世帯の市外転出の抑制 

 

 

○子育て世帯は、市全域で減少傾向にあり、また、長子の小学校入学前に新しい住まいに

住み替える際、市外に転出している可能性があることから、現に子育てをしている世帯

やこれから子育てをしようと考えている世帯に、本市を居住地として選択してもらい、

長く住み続けてもらう必要があります。 

① 子育て世帯数の推移 

・平成 17 年（2005 年）以降、子育て世帯数は、減少傾向にあります。 

② 子育て世帯の主な転出のきっかけ 

・子育て世帯は、「持家の取得」、「子の誕生・成長」、「子の入園・入学」等のライフステージ

の変化等に伴い市外に転出しています。また、「親と同居・近居（子育てに支援を得るた

め）」が第３位の転出理由となっています。 

③ 地域別の子育て世帯の市外転出状況 

・子育て世帯の市外への転出は、本市全体の約 26％が中央区から、約 52％が南区から発生し

ています。なお、緑区からは、約 22％が転出しており、その半数以上が橋本地域からの転出

です。これらを勘案すると子育て世帯の転出の約 90％以上が都市部から発生しています。 

■子育て世帯数の推移 ■地域別の子育て世帯の市外転出 【平成 29 年（2017 年）】 

 
出典：国勢調査 

 

■子育て世帯の主な転出のきっかけ 

【平成 30 年（2018 年）】 

 
出典：相模原市調査 

※子の年齢によらず、世帯主との続柄が親子関係にある世帯員で構成
される世帯を「子育て世帯」としています。 

出典：相模原市調査 

30,018 28,228 26,329

70,042 69,045 66,165

0
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50,000

60,000

70,000
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６歳未満の子供がいる世帯 18歳未満の子供がいる世帯

(世帯)

（年)

128
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223

275

497

1,307

310

357

286

767

333

226

172

488

992

175

372

1,057

833

207

1,664

682

0 500 1,000 1,500 2,000

藤野地域

相模湖地域

津久井地域

城山地域

大沢地域

橋本地域

田名地域

上溝地域

横山地域

清新地域

小山地域

光が丘地域

星が丘地域

中央地域

大野北地域

麻溝地域

新磯地域

大野中地域

相模台地域

相武台地域

大野南地域

東林地域

緑
区

中
央

区
南

区

（世帯）

0.0

0.0

2.2

7.4

0.7

25.9

19.3

24.4

2.2

28.9

5.2

11.1

5.9

11.1

17.0

0 10 20 30 40

世帯主の転職・転勤など

配偶者の転職・転勤など

結婚・同棲

離婚・別居

妊娠

子の誕生・成長

子の入園・入学

親と同居・近居

(子育てに支援を得るため)

親と同居・近居

(親の介護のため)

持ち家の取得

転居前の住宅に不満

転居前の住環境に不満

転居後の住宅が気に入った

転居後の住環境が気に入った

その他の理由

（％）

親と同居・近居

親と同居・近居

中央区 
2,939 世帯 

（25.7%） 

南区 
5,982 世帯 

（52.4%） 

都市部 
11,000 世帯 

（96.3%） 

緑区 
2,498 世帯 

（21.9%） 
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課題２ 子育て世帯が安心して子育てできる住宅や住環境の形成 

 
 

 
 

○子育て世帯の求める広さ・部屋数等の条件を満たす住宅の供給を促進するとともに、共

働き世帯が主流になりつつある現状なども考慮して、これらの世帯が安心して子育てが

できる住環境を整備する必要があります。 

① 子育て世帯の居住状況 

・６歳未満の世帯員のいる世帯の居住状況は、「持家」の 7.6％に対し、「借家」が 8.5％と

多くなっています。 

② 所有関係別の子育て世帯の住宅の面積 

・持家に居住する子育て世帯に比べ、借家に居住する子育て世帯の方が狭い住宅に居住して

います。 

・特に借家では、「29 ㎡以下」の住宅に居住する世帯が 5.0％を占めていることが大きな特

徴であり、また、「30～49 ㎡」が 21.8％、「50～69 ㎡」が 48.5％と、70 ㎡未満が 70％を

超えています。 

③ 子育て世帯の就業状況 

・子育て世帯の就業状況をみると、「片働き」は減少している一方で、「共働き」は増加して

います。 

■所有関係別の６歳未満の世帯員のいる世帯数   ■子育て世帯の就業状況 

【平成 25 年（2013 年）】 

  
出典：住宅・土地統計調査                     出典：国勢調査 

 
■所有関係別の子育て世帯の住宅の面積 

【平成 30 年（2018 年）】 

 
出典：住宅・土地統計調査 

※子育て世帯：「夫婦と子（18 歳未満）」から成る世帯   
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6歳未満世帯員のいる世帯割合

47,525

40,278

48,989

33,630

0
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(世帯)

5.0%

1.4%

21.8%

9.8%

48.5%

55.4%

19.8%

27.5%

4.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家

借家

29㎡以下 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

95.5㎡

平均

56.6㎡

75.2％ 



 

- 13 - 

第１章 

は

じ

め

に 

第 2 章 

住
生
活
の 

現
状
と
課
題 

第３章 

理
念
と
基
本
目
標 

基
本
方
針 

第４章 

基
本
方
針
別
の 

施
策
の
展
開 

第５章 

賃
貸
住
宅
供
給 

促
進
計
画 

第６章 

計
画
の
実
現
に 

向
け
て 

 

資

料

編 

第５章 

賃
貸
住
宅
供
給 

促
進
計
画 

第６章 

計
画
の
実
現
に 

向
け
て 

 

資

料

編 

課題３ 高齢者の自宅や地域での継続居住意向への対応 

 
 

 
 

○本市の高齢化率は、今後、ますます上昇することが予測されています。また、現在居住し

ている自宅や地域で住み続けたいという意向の高齢者が多くおり、その対応が求められて

います。 

① 年齢階級・所有関係別世帯数 

・年齢階級・所有関係別に世帯数は、60 歳以上で「持家」が 79.4％となっており、年齢階層

が高くなるほど、持家の割合が高くなっています。 

②  年齢階層別今後の居住意向 

・年齢階層別に今後の居住意向は、75 歳以上で「今の地域にずっと住み続けたい」が 66.1％

と最も高くなっています。 

・年齢階層が低いほど、「当分の間は住み続けたい」、「いずれは転居したい」と考えている方

が多い一方で、年齢階層が高くなるにつれて「今の地域にずっと住み続けたい」と考えて

いる方が多く、定住の意向が強くなっています。 

 
■年齢階級・所有関係別世帯数 【平成 27 年（2015 年）】 

 
出典：国勢調査 

 

■年齢階層別今後の居住意向 【平成 30 年（2017 年）1月】 

 
出典：市民アンケート調査報告書 
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30.1%

20.2%

32.5%

25.4%

20.3%

17.0%
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0.6%

3.1%

3.4%

2.7%

3.6%

3.3%

2.1%

4.0%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳
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課題４ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居の円滑化 

 
 

 

○民間賃貸住宅に居住する高齢単身世帯が一定程度おり、高齢者は、令和 27 年（2045 年）

まで増加する見込みであることから、高齢単身世帯も増加が見込まれます。また、外国

人・障害者も増加傾向にあるほか、一部の高齢者や障害者が民間賃貸住宅への円滑な入居

が難しい状況があり、その対応が求められています。 

① 高齢者のいる世帯における住宅の所有関係 

・高齢者のいる世帯の住宅の所有関係別割合は、市全世帯と比べて、持家、公営の借家、都

市再生機構・公社の借家が高くなっています。一方で、民営の借家は、13.4％と低くなっ

ています。高齢単身世帯では、民営の借家が 31.4％となっており、市全世体と同程度の割

合となっています。 

② 民営の借家世帯の収入の状況 

・平成 20 年（2008 年）以降、年収 300 万円未満の借家世帯は、約 3.5 万世帯から約 3.8 万

世帯の間で推移しており、民営借家総数に占める割合は、平成 30 年（2018 年）で約 46％

と、全国や神奈川県と比べると高い状況となっています。 

③ 子育て世帯の状況 

・６歳未満又は 18 歳未満の世帯員のいる世帯の割合は、平成 22 年（2010 年）から減少し、

平成 27 年（2015 年）は、６歳未満世帯員のいる割合が 8.5％（2.6 万世帯）、18 歳未満世

帯員のいる割合が 21.3％（6.6 万世帯）となっています。 

・平成 27 年（2015 年）においては、全国や神奈川県と同程度の割合です。 

・ひとり親世帯は、平成 22 年（2010 年）以降、約 4,300 世帯で推移しています。 

④ 障害者・外国人の推移 

・障害者は、平成 22 年（2010 年）度以降増加しており、平成 29 年（2017 年）度には、33,467

人となっています。 

・外国人は、平成 24 年（2012 年）度以降増加しており、平成 29 年（2017 年）度には、13,812

人となっています。 

⑤ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居状況 

・民間賃貸住宅を賃貸することに拒否感を持っている賃貸人の割合を住宅確保要配慮者別

にみると、「障害者のいる世帯」が 74.2％、「高齢者世帯」が 70.2％となっています。 

・入居者を拒否している理由としては、「家賃の支払に対する不安」が 61.5％と最も高く、

次いで「居室内の死亡事故等に対する不安」、「他の入居者・近隣住民との協調性に対する

不安」の 56.9％となっています。 
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■所有関係別の割合 【平成 27 年（2015 年）】 

 
出典：国勢調査 

■民営の借家世帯の年間収入階級別割合 

 

出典：住宅・土地統計調査 

■６歳未満及び 18 歳未満の世帯員のいる 

世帯の割合 

 
出典：国勢調査 

■ひとり親世帯の推移 

 

 

出典：国勢調査 

■障害者の推移 ■外国人の推移※ 

 
出典：相模原市統計書 出典：相模原市統計書 

■入居に拒否感がある賃貸人の割合 

【平成 27 年（2015 年）12 月】 

 
出典：(公財)日本賃貸住宅管理協会による調査 

■入居者を拒否している理由 

【平成 27 年（2015 年）12 月】 

 

出典：(公財)日本賃貸住宅管理協会による調査 

※外国人の推移のグラフは、平成 23 年（2011 年）までは、外国人登録人口を集計したものです。平成 24

年（2012 年）７月に外国人登録法が廃止され、外国人も住民基本台帳法の対象となったことから、平

成 24 年（2012 年）以降については、住民基本台帳上の外国人数を集計しています。 

61.6%

（187,880世帯）

59.2%

（17,045 世帯）

80.6%

（78,382 世帯）

2.0%（6,059世帯）

5.4%（1,563世帯）

3.3%（3,237世帯）

1.9%（5,749世帯）

3.8%（1,081世帯）

2.6%（2,533世帯）

32.8%

（100,227世帯）

31.4%

（9,053世帯）

13.4%

（13,016世帯）

1.7%（5,320世帯）

0.2%

（66世帯）

0.1%

（133世帯）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参考：相模原市

の全世帯

高齢単身世帯

高齢者のいる

世帯

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅

45.2%(3.5万世帯)

45.4% (3.8万世帯)

46.2% (3.6万世帯)

37%

44%

31.9%

33.1%
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33.8%

32.2%

14.0%

13.9%

12.9%

15.9%

13.3%

8.8%
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13.3%
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相模原市(2013)
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22.8%（6.9万世帯）

21.3%（6.6万世帯）
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20,198 20,245
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16.1%
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障害者のいる世帯

小さい子供のいる世帯

61.5%

56.9%

56.9%

46.2%

0% 20% 40% 60% 80%

家賃の支払に対する不安

居室内での死亡事故等に対
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（２）住宅の視点 

課題５ 既存住宅ストックの質の向上 

 

 

○省エネ設備やバリアフリー設備を有する住宅は少ない状況ですが、一方で、中古住宅の購

入意向は、多くあります。既存住宅をリフォーム等により住宅の性能向上を図り、流通を

促進していくことが求められています。 

① 省エネ設備（二重サッシ又は複層ガラスの窓）の状況 

・省エネ設備（二重サッシ又は複層ガラスの窓）のある住宅は、23.2％であり、全国で 29.0％、

神奈川県の 24.1％、横浜市の 23.9％よりも低いものの、川崎市の 20.8％よりも高い状況

となっています。 

② バリアフリー（高齢者等のための）設備の状況 

・バリアフリー（高齢者等のための）設備は、全国で 52.6％、神奈川県 51.7％、横浜市 52.4％、

川崎市 49.1％であるのに対し、本市は、47.8％とこれらを下回っている状況となっています。 

※「手すりがある」、「またぎやすい高さの浴槽」、「廊下などが車椅子で通行可能な幅」、「段差のない屋内」、「道路から

玄関まで車椅子で通行可能」のいずれか 1 つ以上を満たす住宅を、高齢者等のための設備がある住宅としています。 

③ リフォームの実施・中古住宅の購入意向 

・リフォームの実施意向のある割合は、本市が含まれる「県央地域」で 22.6%であり、神奈

川県全体よりも高くなっています。 

・中古住宅の購入意向のある割合について、「県央地域」では、「中古住宅」、「新築か中古か

にはこだわらない」を合わせて 49.0％であり、神奈川県全体より高い状況となっています。 

■省エネ設備（二重サッシ又は複層ガラスの窓）のあ

る住宅の全国・神奈川県・県内指定都市との比較 

【平成 30 年（2018 年）】 

 
出典：住宅・土地統計調査 

■高齢者等のための設備のある住宅の全国・神奈川県 

・県内指定都市との比較【平成 30 年（2018 年）】 

 

 
出典：住宅・土地統計調査 

■住宅リフォームの実施意向【平成 25 年（2013 年）】 

 
出典：神奈川県住生活総合調査付帯調査 

■中古住宅の購入意向【平成 25 年（2013 年）】 

 

出典：神奈川県住生活総合調査付帯調査 

 

23.2%

(72,400)

20.8%

(146,000)

23.9%

(393,400)

24.1%

(963,400)

29.0%
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79.2%
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75.9%
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71.0%
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全国

(n=53,616,300)

設備あり 設備なし

47 .8%

(142,300)

49.1%

(331,700)

52.4%

(838,400)

51 .7%

(1 ,988,100)

52 .6%

(27,269,600)

52.2%

(155,100)

50.9%

(344,300)

47.6%

(761,200)

48.3%

(1,860,000)

47.4%

(24,596,700)
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18.7%

18.0%
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23.9%
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17.7%
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8.6%

6.9%

12.6%

9.5%

13.4%

11.1%

64.8%
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67.9%

55.7%
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66.2%

65.5%

4.7%

5.3%

4.6%

5.7%

4.5%

3.4%

1.5%
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全県

横浜地域

川崎地域

横須賀三浦地域

県央地域

湘南地域

県西地域
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具体的な

予定がある

具体的ではないが

リフォームしてみたい

過去にリフォーム

したので今後は

予定していない

リフォームする

予定はない

不明

『リフォームしたい』

25.3%

21.7%

18.5%

15.5%

24.8%

41.5%

66.3%

13.8%

18.8%

13.8%

11.6%

8.7%

4.7%

14.4%

9.3%

9.0%
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9.2%

17.3%

12.8%

35.3%

38.2%

39.6%

45.5%
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28.9%
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こだわらない

親や子などの
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課題６ 空き家の地域的な特徴に応じた活用 

  
 

 

○緑区では、「その他の住宅（空き家）」、中央区、南区では、「賃貸用の住宅（空き家）」が

多く、また、鉄道駅周辺において築年の古いワンルームの空き家が増加しているなど、

空き家の地域的な特徴に応じた活用が求められています。 

①  行政区別の空き家種別割合の状況 

・本市全体では、住宅総数 349,700 戸に対し、空き家数 36,200 戸となっており、空き家率は

10.4％となっています。区別では、緑区が 11.2％、中央区が 10.7％、南区が 9.5％です。 

・中央区、南区では、「賃貸用の住宅」が約 70％あり、緑区では、「その他の住宅」が 44.3％

と市全体に比べて高くなっています。 

・南区においては、腐朽・破損のあるその他の住宅が 36.3％と市全体に比べて高くなってい

ます。 

■市及び行政区別の住宅数・空き家数・空き家率 

【平成 30 年（2018 年）】 

 

■市及び行政区別の空き家の内訳の割合       ■行政区別・その他の住宅の腐朽・破損の有無 

【平成 30 年（2018 年）】                 【平成 30 年（2018 年）】 

  
出典：住宅・土地統計調査                出典：住宅・土地統計調査 

※住宅・土地統計調査では、端数調整をしているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

参考：住宅・土地統計調査における空き家の定義 
二次的住宅 ：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは、人が住んで

いない住宅（別荘）、及びふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊
まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅（その他） 

賃貸用の住宅：新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 
売却用の住宅：新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 
その他の住宅：上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が、長期に

わたって不在の住宅や建替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 
出典：総務省統計局 HP 
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24.0%

(2,500)
17.7%

(710)

22.0%

(760)

36.3%

(1,060)

75.0%

(7,800)
82.0%

(3,290)

78.0%

(2,700)

63.7%

(1,860)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

市全体 緑区 中央区 南区

腐朽･破損あり 腐朽･破損なし
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課題７ 高経年のマンションが抱える諸課題への対応 

 
 

 

○本市の居住のある住宅のうち 15.7％がマンションであり、そのうち 29.0％が築 30 年を

経過しています。一部の高経年のマンションにおいては、管理組合の担い手不足や高齢

化、大規模修繕や耐震改修の未実施、建替え等の再生に向けた検討といった様々な課題

への対応が求められています。 

①  住宅に占めるマンションの割合 

・本市のマンションは、住宅の 15.7％（49,000 戸）を占めています。 

② 建築の時期別マンション 

・マンションの 29％（13,940 戸）が築 30 年を経過しています。 

■住宅に占めるマンションの割合 【平成 30 年（2018 年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：住宅・土地統計調査 

※「持ち家のマンション」は、共同住宅のうち、鉄筋･鉄骨コンクリート造又は鉄骨造の住戸を集計し

ています。 

※住宅（312,500 戸）の戸数は、建て方又は所有関係の不詳を含むため、合計が一致しません。 

 
■マンションの建築時期別構成比 【平成 30 年（2018 年）】 

 

 
出典：住宅・土地統計調査 

6.4%

(3,100)

10.2%

(4,900)

12.3%

(5,940)

1.4%(660)

30.6%

(14,700)

32.0%

(15,400)

6.4%

(3,100)

0.6%(300)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1970年以前 1971～1980年 1981～1989年 1990年

1991～2000年 2001～2010年 2011～2015年 2016～2018年9月

 

築 30 年経過 
13,940 戸（29.0％） 

住宅 

312,500 戸(100%) 

持ち家 

183,700 戸(58.8%) 

借家 

113,600 戸(36.4%) 

借家：一戸建て・長屋建て 

10,300 戸(3.3%) 

借家：共同住宅 

103,200 戸(33.3%) 

持ち家：一戸建て・長屋建て 

133,700 戸(42.8%) 

一戸建て・長屋建て 

144,000 戸(46.1%) 

共同住宅 

152,800 戸(48.9%) 

所有関係 

建て方 

持ち家：マンション 49,000 戸

(15.7%) 

 

持ち家：共同住宅 

49,600 戸(15.9%) 
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課題８ 団地型マンション・公的賃貸住宅団地の再生に向けた取組の支援・連携 

 
 

  

○本市には、団地型マンション・公的賃貸住宅団地、あるいはそれらの複合型など、様々

な形態の団地が建設されています。 

○例えば、多数の区分所有者がいる団地型マンションと公的主体（行政、都市再生機構、

住宅供給公社）が管理する公的賃貸住宅団地では、再生の進め方が大きく異なることか

ら、事業主体の違いに着目した取組の支援・連携が必要となります。 

① 団地の状況 

・本市には、都市部を中心に、戸建て住宅団地を除く住宅団地が 102 団地（30,274 戸）あり、

本市の住宅（337,640 戸）の約 10％近くが住宅団地となっています。 

・団地の管理主体別の状況は、行政（市・県）が管理する住宅団地が 27 団地（6,138 戸）、

公的主体（都市再生機構・住宅供給公社）が管理する住宅団地が 16 団地（10,784 戸）、民

間が供給した住宅団地が 59 団地（13,225 戸）あります。 

・民間が供給した住宅団地のうち、賃貸住宅団地が 19 団地（3,286 戸）、団地型マンション

が 40 団地（9,939 戸）あります。 

・賃貸住宅団地は、鉄道沿線に立地していることが多く、特に小田急線沿線には、規模の大

きい団地が集中して立地している傾向があります。 

 

■管理主体別の住宅団地位置図         ■賃貸住宅団地の戸数規模別位置図 

  
 

 

■賃貸住宅団地の公共交通機関へのアクセス状況 

  

※「民間」には、戸建て住宅団地を含む。 

管理主体 

※マンション・住宅団地の定義 

■マンション 
・本計画では、区分所有建物である住宅を「マンション」と

しています。 
・一敷地に一棟のマンションが建つものを「単棟型マンショ

ン」、複数のマンションが建つものを「団地型マンション」
としています。 

■住宅団地 
・本計画では、一団地内に複数の建物があり、その建物が主

として住宅であるものを「住宅団地」としています。 
・「住宅団地」には、マンションからなる「団地型マンション」、

賃貸住宅からなる「賃貸住宅団地」、戸建て住宅からなる
「戸建て住宅団地」、あるいはこれらの複合型など、様々な
形態が存在しています。 

・賃貸住宅団地のうち、行政及び公的主体が管理するものを
「公的賃貸住宅団地」としています。 
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（３）地域の視点 

課題９ 安全で快適な住環境の形成 

 
 

  
  

○住宅の耐震化は、着実に進行しており、今後は、耐震性を有していない住宅所有者への

支援を継続的に行うとともに、地域の防災力を向上させ、大規模災害の発生に向けた対

応を図る必要があります。 

○台風による土砂災害などの発生や空き家の増加などに伴い防災・防犯、景観、衛生など

の様々な問題発生が懸念されているほか、子育て世帯を始めとして、身近な生活におけ

る道路や歩道等の危険性を指摘する意見が挙がっていることから、安全で快適な住環境

を形成していくことが必要となっています。 

①  耐震化の状況 

・耐震性を有している住宅は、平成 26 年度（2014 年度）が 89.4％、平成 30 年度（2018 年

度）が 91.2％であり、1.8 ポイント増加しています。 

・また、昭和 57 年（1982 年）以降に建築された耐震性を有している住宅は、平成 26 年度

（2014 年度）から平成 30 年度（2018 年度）にかけて、3.2 ポイント増加しています。 

 

■住宅の耐震化の推計 

【平成 26 年度（2014 年度）】                【平成 30 年度（2018 年度）】 

  
           出典：新・相模原市耐震改修促進計画           出典：相模原市調査 

 

 
参考：耐震化の基準について 

昭和56年以前の建築

耐震性なし

32,300

10.6%

昭和56年以前の建築

耐震性あり

18,500

6.1%

昭和57年以降の建築

耐震性あり

253,500

83.3%

昭和56年以前の建築

耐震性なし

27,800

8.8%

昭和56年以前の建築

耐震性あり

14,800

4.7%

昭和57年以降の建築

耐震性あり

271,900

86.5%

旧耐震基準は、宮城県沖地震（昭和 53 年）等の経験から建築基準法施行令の耐震基準が大幅に見直され、

昭和 56 年 6 月 1 日に改正施行されました。改正された基準を「新耐震基準」と呼び、改正前の基準を「旧

耐震基準」と呼んでいます。 
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課題 10 住宅立地の誘導による集約連携型のまちの形成 

 

 

 

 

 

 

 

① 立地適正化計画における居住誘導区域の指定 

・立地適正化計画では、公共交通や都市機能、都市基盤などの居住環境が整っている「まち

なかエリア」のうち、災害ハザード※を除いた箇所を「まちなかエリア（災害ハザード外）

＝居住誘導区域」として、居住を誘導する区域としています。 

 

※災害ハザードは、災害の発生のおそれがある区域のうち、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、

災害危険区域、急傾斜地崩壊危険区域、家屋倒壊等氾濫想定区域を対象としています。 

 

■居住誘導区域 【令和２年（2020 年）３月】 

 
  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
出典：相模原市立地適正化計画 

 

○今後の人口減少・超高齢化の進行を踏まえ、地域の拠点周辺に都市機能を集積し、拠点間

を公共交通等で結ぶことによる社会情勢等の変化に柔軟に適応した集約連携型のまちづく

りが求められており、それと連動した住宅立地の適正な誘導が必要となっています。 

※  から、災害ハザードを除

いた区域が、「居住誘導区域」

となります。 

将来都市構造の
拠点周辺 

拠点へのアクセスが良い
公共交通沿線 工業専用地域など 

都市間・拠点間 
連携軸の沿線 

まちなかエリア 

まちなかエリア 
（災害ハザード外） 

＝居住誘導区域 

用途地域

災害ハザード 

居住誘導区域設定のイメージ図 
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課題 11 地域活動の担い手不足への対応 

  

 

○地域活動を行っていない市民が半数を占めており、地域コミュニティの希薄化や自治会等の

担い手不足を懸念する意見が挙げられています。一方で、地域や社会に役立つ活動への参加

意欲のある市民は、少なくない状況です。 

○地域の課題を地域で解決する持続型の社会の実現に向け、地域活動の担い手不足への対応

が求められています。 

① 地域で行っている活動（個人的な活動を中心に） 

・地域の中で個人的に行っている活動については、「特にしていない」が 46.5％と最も多く、

半数近くの人が活動に参加していない状況となっています。 

・参加している人の活動の内訳は、「資源回収やリサイクル活動」が 28.1％で最も多く、次

いで「趣味のサークル活動やスポーツ」が 21.8％、「地域の祭りやイベント、交流会等の

企画や運営への参加」が 14.9％となっています。 

② 地域や社会に役立つ活動への参加意欲 

・地域や社会のための役立つ活動への参加意欲については、「したいと思う」が 20.0％、「今

はできないが、今後してみたい」が 44.3％であり、回答者の約 64％が参加意欲を持ってい

ます。 

■地域の中で個人的に行っている活動（複数回答） 【平成 27 年（2015 年）6月】 

 
出典：相模原市民の暮らしに関するアンケート調査 

 

■地域や社会に役立つ活動への参加意欲 【平成 27 年（2015 年）6 月】 

 
出典：相模原市民の暮らしに関するアンケート調査 

28.1%

12.1%

7.1%

1.7%

3.9%

3.1%

2.9%

0.3%

14.9%

4.5%

6.9%

21.8%

4.6%

0.2%

2.8%

2.3%

1.5%

1.6%

2.0%

46.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

資金回収やリサイクル活動

公園の草取りや花壇づぐりなどの活動

地場の交通安全や防災･防犯の活動

地場のフリーマーケットへの出店

近所の子どもの見守りや預かったりするなどの世話

近所の高齢者や障害者の見守りや世話

高齢者や障害者の施設などでのボランティア

在住外国人の日本語習得や学習支援､生活の生活相談

地域の祭りやイベント､交流会等の企画や運営への参加

地域の農園を借りて野菜などの栽培

生協などの共同購入

趣味のサークル活動やスポーツ

習い事や稽古事、スポーツなどの指導

地域の子どもたちの勉強を手助け

地域の持定分野や団体へのカンパや活動資金支援

地域のＮＰＯやボランティア団体の運営の手伝い

地域の計画やルールづくり、学習会などへの参加

地域の施設のスタッフとして慟く

その他

特にしていない

20.0% 44.3% 35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=1,141

したいと思う 今はできないが、今後してみたい したいとは思わない

64.3％ 
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課題 12 地域特性を生かした多様な住み方の実現 

  

 

○本市は、商業・企業・行政などの多様な都市機能が集積する都市部と、山林・渓谷・湖な

どの自然環境が広がる中山間地域が共存しているという特徴を持っています。また、中山

間地域においては、空き家を活用した定住促進の活動が展開されています。 

○このような地域特性を生かした取組が市全域で起こり、多様な住み方を実現することが

できるよう誘導・支援していくことが、住宅や住環境に対する市民の満足度を高めてい

く上で重要です。 

① 本市のエリアごとの特徴 

・都市部においては、相模原都市建設区画整理事業等により道路などの基盤整備が進められ、

高度経済成長期以降の急速な都市化を経て、市街地が拡大し、商業・企業・行政などの多

様な都市機能が集積しています。 

・中山間地域では、山林・渓谷・湖などの自然環境が広がっており、市内の山林は、市域全体

の約 60％を占めています。 

■土地区画整理事業区域、地区計画、建築協定などの状況 【令和２年（2020 年）３月】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：相模原市都市計画マスタープラン 
■傾斜地山林、平坦地山林、農地などの状況 【令和２年（2020 年）３月】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：相模原市都市計画マスタープラン 


